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中央最低賃金審議会への諮問の変遷について 

 
年度 諮問文 政府方針等 

H19 

現下の最低賃金を取り巻く状況を踏ま

え、成長力底上げ戦略推進円卓会議にお

ける賃金の底上げに関する議論にも配意

した、貴会の調査審議を求める。 

経済財政改革の基本方針 2007（平成 19 年６月 19 日閣議決定） 

第２章 成長力の強化 

１．成長力加速プログラム 

Ⅰ 成長力底上げ戦略 

成長の基盤となる人材、中小企業への投資により、成長力の底上

げを図る。 

働く人全体の所得・生活水準を引き上げることで、格差の固定化

を防止し、人材の労働市場への参加や生産性向上を目指す。 

【改革のポイント】 

３．中小企業底上げ戦略：働く人の賃金の底上げを図る観点か

ら、中小企業等の生産性の向上とともに、最低賃金を引き上げる

ための施策を推進する。 

H20 

現下の最低賃金を取り巻く状況や、本年

７月１日に施行されることとなる最低賃

金法の一部を改正する法律（平成 19 年

法律第 129 号）の趣旨を踏まえ、加え

て、成長力底上げ戦略推進円卓会議にお

ける賃金の底上げに関する議論にも配意

した、貴会の調査審議を求める。 

経済財政改革の基本方針 2008（平成 20 年６月 27 日閣議決定） 

成長戦略実行プログラム（別紙） 

１．全員参加経済戦略  

（１）「新雇用戦略」の推進 

（キ）生産性向上と最低賃金引上げに向けた官民一体の取組を推

進する。 

中小企業の生産性向上と最低賃金の中長期的な引上げの基本方針

について（「円卓合意」）平成 20 年６月 20 日（抄） 

２．最低賃金の中長期的な引上げ 

○最低賃金については、賃金の底上げを図る趣旨から、社会経済

情勢を考慮しつつ、生活保護基準との整合性、小規模事業所の高

卒初任給の最も低位の水準との均衡を勘案して、これを当面５年

間程度で引き上げることを目指し、政労使が一体となって取り組

む。 

○上記の引上げに当たっては、経済・企業・雇用動向、中小企業

の生産性向上の進展状況、経営環境の変化等も踏まえる。 

H21 貴会の調査審議を求める。 なし 

H22 

雇用戦略対話における最低賃金の引上げ

に関する合意（平成 22 年６月３日 雇

用戦略対話第４回会合）を踏まえた、貴

会の調査審議を求める。 

雇用戦略対話における最低賃金の引上げに関する合意（平成 22

年６月３日雇用戦略対話第４回会合） 

2020 年までの目標 

できる限り早期に全国最低８００円を確保し、景気状況に配慮し

つつ、全国平均１０００円を目指すこと 

（注）「2020 年度までの平均で、名目３％、実質２％を上回る成

長」が前提。 

H23 

・ 

H24 

貴会の調査審議を求める。 

 

なし 

H25 

現下の最低賃金を取り巻く状況を踏ま

え、経済財政運営と改革の基本方針（平

成 25 年６月 14 日閣議決定）及び日本再

興戦略（同日閣議決定）に配慮した、貴

会の調査審議を求める。 

経済財政運営と改革の基本方針（平成 25 年６月 14 日閣議決定） 

第２章 強い日本、強い経済、豊かで安全・安心な生活の実現 

３．教育等を通じた能力・個性を発揮するための基盤強化 

（４）若者・高齢者等の活躍推進、セーフティネットの整備 
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また、中小企業・小規模事業者への支援を図りつつ最低賃金引上

げに努めるほか、柔軟で多様な働き方が可能となる制度見直し、

産業構造の変化に伴う学び直しの拡大や教育内容の見直し、民間

人材ビジネスの活用によるマッチング機能の強化等を進める。 

日本再興戦略（平成 25 年６月 14 日閣議決定） 

第Ⅱ．３つのアクションプラン 

一．日本産業再興プラン 

２．雇用制度改革・人材力の強化 

③多様な働き方の実現 

○持続的な経済成長に向けた最低賃金の引上げのための環境整備 

・全ての所得層での賃金上昇と企業収益向上の好循環を実現でき

るよう、今後の経済運営を見据え、最低賃金の引上げに努める。

その際、中小企業・小規模事業者の生産性向上等のための支援を

拡充する。 

H26 貴会の調査審議を求める。 

経済財政運営と改革の基本方針 2014（平成 26 年６月 24 日閣議決

定） 

第２章 経済再生の進展と中長期の発展に向けた重点課題 

１．女性の活躍、教育再生を始めとする人材力の充実・発揮 

（３）複線的なキャリア形成の実現など若者等の活躍促進 

さらに、労働市場のインフラ整備を進めるとともに、医療・福

祉、建設業、運輸業、造船業等の人材不足が懸念される分野にお

ける人材確保・育成対策を総合的に推進する。あわせて、雇用保

険制度、求職者支援制度による重層的なセーフティネットの構築

を進めるとともに、中小企業・小規模事業者への支援を図りつつ

最低賃金の引上げに努める。 

H27 貴会の調査審議を求める。 

経済財政運営と改革の基本方針 2015（平成 27 年６月 30 日閣議決

定） 

第２章 経済の好循環の拡大と中長期の発展に向けた重点課題 

１． 我が国の潜在力の強化と未来社会を見据えた改革 

（１）「稼ぐ力」の強化に向けた事業環境の整備と成長市場の創

造 

好循環拡大のためには、中小企業・小規模事業者が、賃金を引き

上げられることが必要不可欠である。経済界は、取引先企業の仕

入れ価格の上昇等を踏まえた価格転嫁や支援・協力に総合的に取

り組む。また、中小企業・小規模事業者への支援を図りつつ最低

賃金の引上げに努める。 

H28 

ニッポン一億総活躍プラン（平成 28 年

６月２日閣議決定）、経済財政運営と改

革の基本方針 2016（同日閣議決定）及

び日本再興戦略 2016（同日閣議決定）

に配意した、貴会の調査審議を求める。 

ニッポン一億総活躍プラン（平成 28 年６月２日閣議決定） 

２．一億総活躍社会の実現に向けた横断的課題である働き方改革

の方向 

（同一労働同一賃金の実現など非正規雇用の待遇改善） 

最低賃金については、年率３％程度を目途として、名目 GDP 成長

率にも配慮しつつ引き上げていく。これにより、全国加重平均が

1000 円となることを目指す。このような最低賃金の引上げに向け

て、中小企業、小規模事業者の生産性向上等のための支援や取引

条件の改善を図る。 

経済財政運営と改革の基本方針 2016（平成 28 年６月２日閣議決

定） 

第２章成長と分配の好循環の実現 

３．個人消費の喚起 
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（１）賃金・可処分所得の引上げ等 

最低賃金については、年率３％程度を目途として、名目ＧＤＰの

成長率にも配慮しつつ引き上げていく。これにより、全国加重平

均が 1000 円となることを目指す。これらを実現するため、所得

拡大促進税制の活用や、中小企業・小規模事業者の生産性向上の

支援などの環境整備を進める。 

日本再興戦略 2016（平成 28 年６月２日閣議決定） 

２．多面的アプローチによる人材の育成・確保等・ 

２－２．働き方改革、雇用制度改革 

ⅰ）働き方改革の実行・実現 

⑤ 持続的な経済成長に向けた賃金・最低賃金の引上げのための

環境整備 

全ての所得層での賃金上昇と企業収益向上の好循環が持続・拡大

されるよう、中小企業・小規模事業者の生産性向上等のための支

援や、取引条件の改善等を図りつつ、引き続き、賃金引上げを推

進するとともに、最低賃金について、年率３％程度を目途とし

て、名目 GDP の成長率にも配慮しながら引上げに努める。 

H29 

働き方改革実行計画（平成 29 年３月 28

日働き方改革実現会議決定）に配意し

た、貴会の調査審議を求める。 

働き方改革実行計画（平成 29 年３月 28 日働き方改革実現会議決

定） 

３．賃金引上げと労働生産性向上  

（１）企業への賃上げの働きかけや取引条件の改善 

アベノミクスの三本の矢の政策によって、デフレではないという

状況を作り出す中で、企業収益は過去最高となっている。過去最

高の企業収益を継続的に賃上げに確実につなげ、近年低下傾向に

ある労働分配率を上昇させ、経済の好循環をさらに確実にするこ

とにより総雇用者所得を増加させていく。このため、最低賃金に

ついては、年率３％程度を目途として、名目 GDP 成長率にも配慮

しつつ引き上げていく。これにより、全国加重平均が 1000 円に

なることを目指す。このような最低賃金の引き上げに向けて、中

小企業、小規模事業者の生産性向上等のための支援や取引条件の

改善を図る。 

経済財政運営と改革の基本方針 2017（平成 29 年６月９日閣議決

定） 

第２章成長と分配の好循環の拡大と中長期の発展に向けた重点課

題 

３．消費の活性化 

（１）可処分所得の拡大 

最低賃金については、年率３％程度を目途として、名目ＧＤＰ成

長率にも配慮しつつ引き上げていく。これにより、全国加重平均

が 1000 円になることを目指す。このため、最低賃金引上げに対

応する個別相談等の支援の枠組みを設け、生活衛生業から他業種

に拡大するなど、中小企業・小規模事業者が賃上げしやすい環境

の整備を行う。 

H30 

働き方改革実行計画（平成 29 年３月 28

日働き方改革実現会議決定）に配意し

た、貴会の調査審議を求める。 

経済財政運営と改革の基本方針 2018（平成 30 年６月 15 日閣議決

定） 

第２章力強い経済成長の実現に向けた重点的な取組 

３．働き方改革の推進 

（４）最低賃金の引上げ等 

最低賃金については、年率３％程度を目途として、名目ＧＤＰ成

長率にも配慮しつつ引き上げていく。これにより、全国加重平均
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が 1000 円になることを目指す。 

また、中小企業・小規模事業者が賃上げしやすい環境を整備する

ため、生活衛生業など最低賃金の引上げによる影響が大きい業種

を対象に、生産性や収益向上のための相談事業を実施するととも

に、下請中小企業振興法に基づく振興基準の徹底により、親事業

者が下請事業者からの労務費上昇に係る取引対価見直しの協議要

請に応じることを促すなどの取組を行う。 

R1 

経済財政運営と改革の基本方針 2019

（令和元年６月 21 日閣議決定）及び成

長戦略実行計画・成長戦略フォローアッ

プ・令和元年度革新的事業活動に関する

実行計画（同日閣議決定）に配意した、

貴会の調査審議を求める。 

経済財政運営と改革の基本方針 2019（令和元年６月 21 日閣議決

定） 

第２章 Society 5.0 時代にふさわしい仕組みづくり 

２．人づくり革命、働き方改革、所得向上策の推進 

（３）所得向上策の推進 

② 最低賃金の引上げ 

最低賃金については、この３年、年率３％程度を目途として引き

上げられてきたことを踏まえ、景気や物価動向を見つつ、地域間

格差にも配慮しながら、これらの取組とあいまって、より早期に

全国加重平均が 1000 円になることを目指す。あわせて、我が国

の賃金水準が他の先進国との比較で低い水準に留まる理由の分析

をはじめ、最低賃金のあり方について引き続き検討する。 

成長戦略フォローアップ（令和元年６月 21 日閣議決定） 

３．多様で柔軟な働き方の拡大    

ⅱ）生産性を最大限に発揮できる働き方に向けた支援   

③最低賃金の引上げ 

・最低賃金については、この３年、年率３％程度を目途として引

き上げられてきたことを踏まえ、景気や物価動向を見つつ、地域

間格差にも 配慮しながら、これらの取組とあいまって、より早

期に全国加重平均が 1000 円になることを目指す。あわせて、我

が国の賃金水準が他の先進国との比較で低い水準に留まる理由の

分析をはじめ、最低賃金の在り方について引き続き検討する。 

R2 貴会の調査審議を求める。 

経済財政運営と改革の基本方針 2020（令和２年７月 17 日閣議決

定） 

第３章 「新たな日常」の実現 

４．「新たな日常」を支える包摂的な社会の実現 

（２）所得向上策の推進、格差拡大の防止 

② 最低賃金の引上げ 

経済の好循環継続の鍵となる賃上げに向け、日本経済全体の生産

性の底上げや、取引関係の適正化など、賃上げしやすい環境整備

に不断に取り組みつつ、最低賃金については、より早期に全国加

重平均 1000 円になることを目指すとの方針を堅持する。他方、

感染症による雇用・経済への影響は厳しい状況にあり、今は官民

を挙げて雇用を守ることが最優先課題であることを踏まえ、今年

度の最低賃金については、中小企業・小規模事業者が置かれてい

る厳しい状況を考慮し、検討を進める。 

R3 

経済財政運営と改革の基本方針 2021

（令和３年６月 18 日閣議決定）及び成

長戦略実行計画・成長戦略フォローアッ

プ（同日閣議決定）に配意した、貴会の

調査審議を求める。 

経済財政運営と改革の基本方針 2021（令和３年６月 18 日閣議決

定） 

第２章 次なる時代をリードする新たな成長の源泉～４つの原動

力と基盤づくり～ 

３．日本全体を元気にする活力ある地方創り～新たな地方創生の

展開と分散型国づくり～ 
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（３）賃上げを通じた経済の底上げ 

民需主導で早期の経済回復を図るため、賃上げの原資となる企業

の付加価値創出力の強化、雇用増や賃上げなど所得拡大を促す税

制措置等により、賃上げの流れの継続に取り組む。我が国の労働

分配率は長年にわたり低下傾向にあり、更に感染症の影響で賃金

格差が広がる中で、格差是正には最低賃金の引上げが不可欠であ

る。感染症の影響を受けて厳しい業況の企業に配慮しつつ、雇用

維持との両立を図りながら賃上げしやすい環境を整備するため、

生産性向上等に取り組む中小企業への支援強化、下請取引の適正

化、金融支援等に一層取り組みつつ、最低賃金について、感染症

下でも最低賃金を引き上げてきた諸外国の取組も参考にして、感

染症拡大前に我が国で引き上げてきた実績を踏まえて、地域間格

差にも配慮しながら、より早期に全国加重平均 1000 円とするこ

とを目指し、本年の引上げに取り組む。 

成長戦略フォローアップ（令和３年６月 18 日閣議決定） 

４．「人」への投資の強化  

（３）兼業・副業の解禁や短時間正社員の導入促進などの新しい

働き方の実現   

ⅳ）生産性を最大限に発揮できる働き方に向けた支援 

③賃金 

・民需主導で早期の経済回復を図るため、賃上げの原資となる企

業の付加価値創出力の強化、雇用増や賃上げなど所得拡大を促す

税制措置等により、賃上げの流れの継続に取り組む。我が国の労

働分配率は長年にわたり低下傾向にあり、さらに感染症の影響で

賃金格差が広がる中で、格差是正には最低賃金の引き上げが不可

欠である。感染症の影響を受けて厳しい業況の企業に配慮しつ

つ、雇用維持との両立を図りながら賃上げしやすい環境を整備す

るため、生産性向上等に取り組む中小企業への支援強化、下請取

引の適正化、金融支援等に一層取り組みつつ、最低賃金につい

て、感染症下でも最低賃金を引き上げてきた諸外国の取組も参考

にして、感染症拡大前に我が国で引き上げてきた実績を踏まえ

て、地域間格差にも配慮しながら、より早期に全国加重平均

1,000 円とすることを目指し、本年の引上げに取り組む。 

R4 

新しい資本主義のグランドデザイン及

び実行計画（令和４年６月７日閣議決

定）及び新しい資本主義実行計画工程

表並びに経済財政運営と改革の基本方

針 2022（同日閣議決定）に配意した、

貴会の調査審議を求める。 

新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画（令和４年６月

７日閣議決定） 

Ⅲ．新しい資本主義に向けた計画的な重点投資 

１．人への投資と分配 

（１）賃金引上げの推進 

また、人への投資のためにも最低賃金の引上げは重要な政策決

定事項である。物価が上昇する中で、官民が協力して、引上げを

図るとともに、その引上げ額については、公労使三者構成の最低

賃金審議会で、生計費、賃金、賃金支払能力を考慮し、しっかり

議論していただくことが必要である。 

経済財政運営と改革の基本方針 2022（令和４年６月７日閣議決

定） 

第２章 新しい資本主義に向けた改革 

１．新しい資本主義に向けた重点分野 

（１）人への投資 

（賃上げ・最低賃金） 

また、人への投資のためにも最低賃金の引上げは重要な政策決

定事項である。最低賃金の引上げの環境整備を一層進めるために

も事業再構築・生産性向上に取り組む中小企業へのきめ細やかな
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支援や取引適正化等に取り組みつつ、景気や物価動向を踏まえ、

地域間格差にも配慮しながら、できる限り早期に最低賃金の全国

加重平均が 1000 円以上となることを目指し、引上げに取り組

む。こうした考えの下、最低賃金について、官民が協力して引上

げを図るとともに、その引上げ額については、公労使三者構成の

最低賃金審議会で、生計費、賃金、賃金支払能力を考慮し、しっ

かり議論する。 
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中央最低賃金審議会目安制度のあり方に関する全員協議会報告（抄） 

 

 

         （平成 23 年２月 10 日 中央最低賃金審議会了承） 

 

４ 目安審議のあり方について 

（１）近年の目安審議のあり方について 

近年の目安の審議は、①法の原則（最低賃金法第９条に定める地域別最低賃

金の原則をいう。以下同じ。）、②目安制度（平成 16 年の全員協議会報告等、全

員協議会において合意を得た目安制度のあり方及び賃金改定状況調査等参考資

料や、平成 20 年度以降の目安に関する公益委員見解において示されている生活

保護と最低賃金との乖離解消方法等の考え方を総称する。以下同じ。）を基にす

るとともに、それらの趣旨や経緯を踏まえ、③時々の事情（例えば、毎年度の

労使の意見に表れた事情、平成 19 年度及び平成 20 年度の成長力底上げ戦略推

進円卓会議における賃金の底上げに関する議論、平成 22 年度の雇用戦略対話に

おける最低賃金の引上げに関する合意（平成 22 年６月３日 雇用戦略対話第４

回会合。以下「雇用戦略対話合意」という。）など、時々の目安の審議で中央最

低賃金審議会目安に関する小委員会が踏まえた事情を総称する。以下同じ。）を

総合的に勘案して行われており、公労使三者の真摯な話合いを基に、そのあり

方が形成されてきたものである。 

これに対する意見として、平成 22 年度の目安の審議においては、雇用戦略対

話合意の中には、「2020 年度までの平均で、名目 3％、実質 2％を上回る成長」

が最低賃金引上げに関する数値目標の前提となっているほか、「中小企業の生産

性向上」や「中小企業に対する支援等」等がパッケージとして掲げられている

にもかかわらず、これらを十分に踏まえることなく、数値目標の部分である「で

きる限り早期に全国最低800円を確保し、景気状況に配慮しつつ、全国平均1000

円を目指すこと」、とりわけ全国最低 800 円の目標達成が重視された結果、法の

原則及び目安制度を必ずしも十分に基にすることなく、例えば賃金改定状況調

査結果がマイナスとなる中で、各ランクごとの目安が一律 10 円となるなど、従

来の審議のあり方が揺るがされたのではないかとの意見があった。 

一方、雇用戦略対話合意の扱いの検討については、全員協議会における目安

制度の見直しの検討とは切り分けて行うべきであること、また、平成 22 年度の

目安の審議においては、従来の審議と同様、法の原則及び目安制度と雇用戦略

対話合意を含む時々の事情をそれぞれ十分に踏まえた審議がなされたと認識し

ているとの意見があった。さらに、そもそも目安の審議においては、賃金改定

状況調査結果に偏重することなく、一般的な労働者の賃金水準に照らして、あ
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るべき水準を議論することが望まれるとの意見があった。 

（２）今後の目安審議のあり方についての合意 

上記(1)のとおり、平成 22 年度の目安の審議の評価については、意見の一致

に至らなかったが、引き続き目安制度を維持しつつ、今後の目安の審議につい

て、公労使三者が、その真摯な話合いを通じて、法の原則及び目安制度を基に

するとともに、それらの趣旨や経緯を踏まえ、時々の事情を総合的に勘案して

行うというあり方の重要性については、改めて確認するとの合意を得るに至っ

た。 
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中央最低賃金審議会目安制度の在り方に関する全員協議会報告（抄） 

 

 

         （平成 29 年３月 28 日） 

 

記 

 

３ 目安審議の在り方について 

（１）近年の目安審議の評価 

近年の目安審議は、①法の原則（最低賃金法第９条に定める地域別最低賃金の

原則をいう。）、②目安制度（これまでの全員協議会において合意を得た目安制度

の在り方及び賃金改定状況調査等参考資料等を総称する。）を基にするとともに、

それらの趣旨や経緯を踏まえ、③時々の事情（時々の目安審議で中央最低賃金審

議会目安に関する小委員会が踏まえた事情を総称する。）を総合的に勘案して行わ

れている。 

また、「生活保護に係る施策との整合性に配慮するものとする」規定が新たに加

えられた最低賃金法改正法の施行を受けて、計画的に最低賃金の引上げが行われ

てきた結果、現行の比較方法において、平成 26 年度までに全ての都道府県で生活

保護と最低賃金の乖離解消が図られたところである。 

平成 28 年度の目安審議では、「ニッポン一億総活躍プラン」（平成 28 年６月２

日閣議決定）等に配意した審議が行われるとともに、地方最低賃金審議会に対し

て、中央最低賃金審議会目安に関する小委員会報告の趣旨等について、同小委員

長の補足説明が行われた。 

 これらに対する意見として、目安審議に当たっては、最低賃金の水準が最低賃

金法第１条に規定する法の目的を満たしているかどうかという観点から議論する

ことが必要であり、賃金改定状況調査結果の賃金上昇率に基づく最低賃金の引上

げ幅の議論のみではなく、最低賃金のあるべき水準を重視した議論が必要である

との意見や、地域間格差の縮小に向けて目安を示すことを考えるべきではないか

との意見があった。 

 他方、近年、目安に占める時々の事情の比重が大きく、数値的な根拠が明確で

はなくなっているという点から、目安に対する地方最低賃金審議会の信頼感が失

われつつあるのではないか、との意見があった。また、最低賃金の引上げに伴い

影響率が上昇している中、中小企業の経営状況に与える影響を懸念する意見や、

最低賃金引上げの影響について配慮すべきとの意見があった。 

また、地域別最低賃金の最高額に対する最低額の比率が低下してきたことにつ
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いて配慮すべきとの意見があった。 

 

（２）今後の目安審議の在り方について 

今後の目安審議については、公労使三者が、その真摯な話合いを通じて、法の

原則及び目安制度に基づき、時々の事情を勘案しつつ総合的に行うことが重要で

ある。その際、地方最低賃金審議会に対して目安の合理的な根拠を示すための努

力など目安への信頼感を確保するための取組を一層進めていくことが必要である。 

また、近年の最低賃金の引上げ状況を踏まえ、最低賃金引上げの影響について、

参考資料の見直し等によりこれまで以上に確認していくことが求められる。 

さらに、引き続き、利用可能な直近のデータに基づいて生活保護水準と最低賃

金との比較を行い、乖離が生じていないか確認するなど、生活保護に係る施策と

の整合性に配慮することが適当である。 

なお、目安審議に当たっては、真摯な議論により十分審議を尽くすとともに、

効率的な審議にも留意すべきである。 
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